
令和５年９月 19 日 

総 務 局 

 

令和４年度指定管理者管理運営状況評価結果について 

（東京都人権プラザ） 

 

 東京都では、指定管理者制度を導入した公の施設の管理運営状況について、第三者の視点

を含めた評価を実施しています。 

 このたび、（公財）東京都人権啓発センターが行っている東京都人権プラザの管理運営に

ついて、令和４年度の評価結果がまとまりましたので、お知らせいたします。 

１ 評価の目的 

  評価は、管理の履行状況、安全管理、法令遵守、サービスの利用状況といった観点から

指定管理者の業務実施状況等を評価し、その結果を今後の施設管理運営に反映していくこ

とで都民サービスの向上を図っていくことを目的としています。 

２ 評価の方法 

指定管理者の年間を通じた施設の管理運営状況について、毎年度終了後、所管局による

一次評価及び評価委員会（外部委員で構成）による二次評価を行い、これらの評価結果に

基づき、所管局の最終評価として総合評価を決定します。 

３ 評価の概要 

（１）評価基準（４段階）：評価の観点は、別紙１のとおり。 

総合評価 内容 

Ｓ 管理運営が優良であり、特筆すべき実績・成果が認められた施設 

Ａ 
管理運営が良好であり、管理運営に係る様々な点で優れた取組が認められた施

設 

Ｂ 管理運営が良好であった施設 

Ｃ 管理運営の一部において良好ではない点が認められた施設 

 

（２）評価委員会名及び委員構成：委員氏名は、別紙２のとおり。 

評価委員会 対象施設 委員構成 

東京都人権プラザ指

定管理者評価委員会 

東京都人権プラザ ５名(学識経験者２名、人権実務経験者１名、

公認会計士１名、弁護士１名) 

 

（３）評価結果：評価内容等は、別紙３のとおり。 

対象施設 評価 

東京都人権プラザ Ｂ 

 

  【問合せ先】総務局人権部人権施策推進課 

      電話 ０３－５３８８－２５９５ 



別紙１ 

評価の観点 

 

 

 

項目 細項目 内容 

管理状況 

適切な管理の 

履行 

○協定や事業計画に沿って適切に管理が行われているか 

・業務の履行（保守点検など）は適切か 

・人員配置は適切か 

・協定や事業計画どおりの管理となっているか   など 

法令等の遵守 

○法令や条例等に基づく適切な管理運営が行われているか 

・個人情報保護は適切に行われているか 

・情報公開は適切に行われているか 

・都への報告・連絡は、適時適切にされているか  など 

安全性の確保 

○施設の安全性は確保されているか 

・施設・設備の安全性は確保されているか 

・事業者の責に帰す事故が発生したか       など 

適切な財務・ 

財産管理 

○適切な財務運営・財産管理が行われているか 

・収支状況は安定的な運営が行われているか 

・都有財産（物品等）は適切に管理されているか  など 

事業効果 

事業実施・ 

利用の状況 

○事業計画どおりの事業実施・利用状況となっているか 

・利用者数、利用件数の状況はどうか 

・他機関、地域等との連携が適切に行われているか など 

サービス内容

の向上 

○事業内容、職員対応等について、利用者の反応はどうか 

・利便性等の向上のための取組はされているか 

・施設利用の促進のための取組はされているか   など 

行政目的の 

達成 

○行政と連携を図り施設の目的を達成しているか 

・施設の目的を達成しているか 

・都及び関係機関等との連携・協力が適切に行われているか  

など 



別紙２ 

評価委員会委員名簿 

評価委員会名 委員氏名 役職名 

東京都人権プラザ 

指定管理者評価委員会 

石 井 尚 子 桜通り法律事務所 弁護士 

石 渡 和 実 東洋英和女学院大学 名誉教授 

金 子 邦 博 公認会計士金子邦博事務所 公認会計士 

関  優 東京人権啓発企業連絡会 専務理事 

丹 野 清 人 
東京都立大学 教授 

（人文社会学部人間社会学科） 



別紙３ 

令和４年度指定管理者管理運営状況評価 評価結果 

施設名 東京都人権プラザ 

所在地 港区芝２－５－６ 

指定管理者名 公益財団法人東京都人権啓発センター 

指定期間 平成 30年４月１日 ～ 令和 10年３月 31日 

 

項目 評価内容 

総合評価 Ｂ 

管理状況 

・「東京都人権施策推進指針」等に基づき、人権プラザの設置目的に沿っ
て、中立性・公平性の確保に留意しながら、幅広く人権課題に対応し
ている。 

・令和４年度からの新人事制度の運用開始に伴い、令和５年３月に「人
材育成方針」、それに基づく「研修基本計画」を策定し、専門的人材の
育成及び能力開発、ノウハウの維持・継承に係る体制を整備してい
る。 

 
【要改善事項】 
・個人賛助会員に広報チラシを郵送する際、その一部について、誤って
本人以外の宛名を記載して送付し、個人情報が流出する事故が発生し
た。これを受けて①個人情報保護・情報セキュリティ研修における定
期的な注意喚起の徹底、②名簿管理ソフトの導入、③発送物確認簿の
作成により、再発防止を徹底している。 

事業効果 

・来館者数について、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止対策を
実施しつつ、対面講座を再開したこと等から、対前年度 191.4％と増加
したものの、コロナ禍前と比較すると約４割の水準にとどまってい
る。一方、施設利用に関するアンケート調査結果では、来館者の満足
度が 96.2%と、非常に高かった。また、点字フロアマップの作成など利
用者からの意見を踏まえてサービスの創意工夫を行っている。 

・東京 2020大会のレガシーである「パラリンピックムラール」の受入に
当たり、都と適時適切に調整を行い円滑に手続を進めるとともに、都
が実施した東京 2020パラリンピック 1周年記念「未来へつなぐ人権
2022」の一環として、お披露目イベントを実施するなど、都の政策と
連動した取組を積極的に行った。 

・人権相談について、コロナ禍における都民のニーズを踏まえ、都と連
携して新型コロナウイルス感染症に係る人権問題に関する専門電話相
談を実施しており、相談件数の合計が令和３年度を上回った。 

・デジタルデバイドに配慮し、会場参加とオンラインとを併用して事業
運営を行うなど、ポストコロナを見据えつつ多様な都民が楽しめるよ
うにサービスを実施している。 

その他 

【特命要件の継続】 
・事業の中立性・公平性を担保しながら、東京都人権施策推進指針に掲
げる人権課題全般にわたる活動及び業務実績を着実に積み上げてお
り、特命要件は継続している。 

 


